
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
容器を担持する容器担持部を、１以上の円盤部材から構成される回転円盤上に、その回転
中心と同心の２重以上の円上に配置し、うち回転円盤の最も内周側又は最も外周側の円上
に配置された容器担持部はそこに担持された容器に対して少なくとも任意の測定を行なう
ための測定機構、洗浄液の供給及びその内部に保持された溶液除去のための 洗浄機構
を配置して測定や洗浄を行うための操作経路として機能させ、残りの容器担持部は免疫反
応を行うための反応経路として機能させると共に、容器を回転円盤の外部から任意の容器
担持部に移送し、容器を容器担持部間で移送し、そして容器を容器担持部から回転円盤の
外部に設けられた使用済容器廃棄口へ移送し得る容器移送機構を設置し、回転円盤を回転
動させて任意の容器担持部を前記容器移送機構による容器移送位置に移動して測定に供す
べき試料を保持した容器を当該容器担持部に移送し 該容器担持部から他の容器担持部
に移送した後、最終的に前記操作経路として機能する容器担持部に担持された容器中の試
料について任意の測定を行うように構成した免疫分析装置用反応装置。
【請求項２】
操作経路として機能する容器担持部に対し免疫測定で要求される試薬を分注する試薬分注
機構を備える、請求項１の免疫分析装置用反応装置。
【請求項３】
試薬分注機構により分注される、免疫測定で要求される試薬が免疫分析における標識試薬
であることを特徴とする請求項１の免疫分析装置用反応装置。
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【請求項４】
標識試薬が酵素で標識された試薬であり、試薬分注機構が更に当該酵素により前記測定機
構で測定可能な信号を発する物質に変換される酵素基質をも分注するものである、請求項
３の免疫分析装置用反応装置。
【請求項５】
試薬分注機構が、酵素標識試薬を分注するための機構と当該機構とは別個に設けられた、
当該酵素により測定機構で測定可能な信号を発する物質に変換される酵素基質を分注する
ための機構とから構成される請求項４の免疫装置用反応装置。
【請求項６】
容器移送機構が回転円盤の直径線上を移動可能であり、容器を２重以上の容器担持部の円
と当該直径線の交点に位置する容器担持部へ移送し、及び容器を２重以上の容器担持部の
円と当該直径線の交点に位置する容器担持部から取り出すことのできるものである請求項
１の免疫分析装置用反応装置。
【請求項７】
容器移送機構が の容器を、

反応経路として機能する容器担持部、操作経路として機能する
容器担持部、反応経路として機能する容器担持部そして操作経路として機能する容器担持
部の順で移送することを特徴と る請求項１の免疫分析装置用反応装置。
【請求項８】
免疫測定における１ステップ法及び２ステップ法で行なう中間洗浄及び最終洗浄を実施す
るための１の洗浄機構を有する請求項１の免疫分析装置用反応装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、例えば採血管や試料容器に保持された血清、尿或いは組織抽出液等の生体試料
に含まれる成分を免疫反応を用いて自動的に測定する、免疫分析装置用反応装置に関する
ものである。
【０００２】
【従来の技術】
免疫測定では、免疫反応の観点からいわゆる１ステップ法と呼ばれるプロトコルを採用す
る方法と、いわゆる２ステップ法と呼ばれるプロトコルを採用する方法が広く利用されて
いる。１ステップ法では、測定対象物を含む試料及び抗原や抗体等の測定対象物質との免
疫反応に関与する全ての免疫反応試薬（通常、その内の一種は酵素等の標識と結合されて
いるか或いは標識と結合するようにされており、またその内の一種は不溶性の担体と結合
されている）を一度に反応させ、一定時間経過後に反応成分と未反応成分（免疫複合体を
形成していない成分）を分離（最終洗浄）し、反応成分中又は未反応成分中のいずれか或
いは両方の標識量を測定する。例えば不溶性担体に結合した固相化抗体と標識と結合した
標識抗体を用いる、いわゆるサンドイッチ法では、反応成分は固相化抗体を介して間接的
に前記不溶性担体に結合されるため、容器中の液相成分を吸引・除去することで反応成分
のみを得ることができる。
【０００３】
これに対して２ステップ法では、試料と免疫反応試薬の一部をまず反応させ、一定時間経
過後に反応成分と未反応成分を分離（中間洗浄）し、続いて残りの免疫反応試薬を反応さ
せて一定時間後に反応成分と未反応成分を分離（最終洗浄）し、反応成分中又は未反応成
分中のいずれか或いは両方の標識量を測定する。これら測定により得られる測定結果は、
予め既知濃度の測定対象物質を含む標準試料について測定を行った結果（検量線）を用い
て計算される。
【０００４】
従来の免疫分析装置では、容器に生体試料と反応試薬（固定化抗体及び標識抗体等）を投
入した後、必要に応じて撹拌手段を用いて撹拌を行いつつ一定時間、一定温度で免疫反応
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を行い、使用した標識に由来する信号を測定して測定対象物質の濃度を計算しているが、
上記の１ステップ法及び２ステップ法を１台の装置で行なうタイプのものでは、反応装置
に測定機構や試薬分注機構に加え、中間洗浄機構及び最終洗浄機構を備えたものが使用さ
れている。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
中間洗浄機構と最終洗浄機構を別個に設置すると、洗浄により排出される液体の排出ライ
ンを別途設ける必要がある。また洗浄操作は、通常、容器中の液相を吸引するに止まらず
、洗浄液を容器に供給しつつ溶液を除去するという操作を行うことから、洗浄液の供給ラ
インをも別途設ける必要が生じる。
【０００６】
更に、洗浄液の供給管と溶液の吸引管とから構成される洗浄機構は、通常、所定の位置に
位置する容器の上方から上下動機構によって下降され、容器内に挿入される。従って、中
間洗浄機構と最終洗浄機構を別個に設置した場合には、これらを別個に上下動するために
２の上下動機構が必要になる。また、通常１の洗浄機構は複数のプローブ手段から構成さ
れるが、２ステップ法を行なう場合、中間洗浄を行うためにこのうちの１のプローブ手段
を独立して上下動させる必要もあり、更に機構が複雑化する。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明は、かかる課題を解決し、更には、免疫測定で使用される１ステップ法及び２ステ
ップ法という異なるプロトコルを実施する場合や、免疫測定において異なる時間反応を生
じさせる場合にも使用可能な免疫分析装置用反応装置として成されたものである。即ち本
発明は、容器を担持する容器担持部を、１以上の円盤部材から構成される回転円盤上に、
その回転中心と同心の２重以上の円上に配置し、うち回転円盤の最も内周側又は最も外周
側の円上に配置された容器担持部はそこに担持された容器に対して少なくとも任意の測定
を行なうための測定機構、洗浄液の供給及びその内部に保持された溶液除去のための洗浄
機構を配置して測定や洗浄を行うための操作経路として機能させ、残りの容器担持部は免
疫反応を行うための反応経路として機能させると共に、容器を回転円盤の外部から任意の
容器担持部に移送し、容器を容器担持部間で移送し、そして容器を容器担持部から回転円
盤の外部に設けられた使用済容器廃棄口へ移送し得る容器移送機構を設置し、回転円盤を
回転動させて任意の容器担持部を前記容器移送機構による容器移送位置に移動して測定に
供すべき試料を保持した容器を当該容器担持部に移送し、必要に応じて当該容器担持部か
ら他の容器担持部に移送した後、最終的に前記操作経路として機能する容器担持部に担持
された容器中の試料について任意の測定を行うように構成した免疫分析装置用反応装置で
ある。以下、本発明を詳細に説明する。
【０００８】
回転円盤は、１以上の円盤部材から構成され、その回転中心を中心とする２重以上の同心
円上に、測定されるべき試料を保持した容器を担持するための容器担持部が設けられてい
る。ここでいう試料とは、例えば血清や血漿などの、免疫測定でいう検体そのものに限ら
れず、例えば１ステップ法を行う場合には、検体と固相化抗体及び標識抗体等が混合され
たものであれば良く、また例えば２ステップ法を行う場合には検体と固相化抗体等が混合
されたものであれば良い。より具体的に回転円盤は、例えば容器がフランジを有するタイ
プの容器であれば、容器の断面形状に合致した貫通穴であってフランジを通過させない穴
を容器担持部として有する１枚の円盤を回転円盤とすることができる。またこのタイプの
容器を使用する場合は勿論のこと、特にフランジを有していない容器を使用する場合は、
貫通穴を有する円盤の下に穴を有しない円盤を保持台として配置し、合計二枚の円盤で回
転円盤を構成することもできる。更に例えば、容器の底部形状に合致した形状の凹部を容
器担持部として設けた１枚の円盤であっても良い。なお容器や回転円盤の材質は特に制限
されないが、容器としては使用する試薬等に対して安定で、後述する測定を妨害しないも
のが、回転円盤としては容器を保持した場合や回転動による付加に耐える剛性を有してい
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れば良い。
【０００９】
上述のように、穴や凹部として形成される容器担持部は、回転円盤の回転中心と同心の２
重以上の円上に配置される。この際、各円上の容器担持部はその円の円周方向に等間隔で
配置されていることが好ましい。本発明では、容器移送機構が容器を移送し得る位置に容
器担持部を移動するため、この円周方向の離間距離（１ピッチ）分の移動を実現する回転
角度の回転動（以後、１ピッチ回転動とする）とこれに基づく数ピッチ回転動、数分の１
ピッチ回転動を用いるからである。むろんこの回転動には、一定方向への回転動に加え、
その逆転動をも利用される。なお、回転円盤が回転動可能であるということは、容器担持
部に担持された容器を前記中心を中心に回転移動し得ることを意味し、例えば前記した貫
通穴を有する円盤を穴を有していない円盤の上に配置した回転円盤では上部に設置した貫
通穴を有する円盤のみを回転動させても良く、また両者を回転させても良い。前者の場合
、容器の底部は下部の円盤上を滑ることになる。回転円盤を回転動するには、回転円盤に
ステッピングモータ等の駆動手段を使用すれば良い。
【００１０】
１の円上に配置される容器担持部の数は、装置に求められる処理能力、回転円盤を１ピッ
チ回転動させる場合等における、当該回転動に要する時間、回転円盤の直径や担持される
べき容器の大きさ等を基に決定されるが、通常、２０～８０が好適である。
【００１１】
回転円盤の最も内周側又は最も外周側の円上に配置された容器担持部は、操作経路として
機能する。即ち、この円上の容器担持部に担持された容器に対しては、少なくとも任意の
測定を行うための測定機構や洗浄液の供給と、容器内部に保持された溶液除去を行うため
の洗浄機構が配置される。これら機構は回転円盤とは独立して設けられる。回転円盤の最
も内周側に比較して最も外周側は、空間的な余裕があり、また各機構のメンテナンスを容
易化できるという長所がある。
【００１２】
１ステップ法における反応後の操作は最終洗浄と標識の測定である。従って、１ステップ
法のみを行う反応装置を得るためにはこれらを行うための洗浄機構及び測定機構を配置す
れば良い。なお標識として酵素を使用する場合、当該酵素により測定可能な信号を発する
物質に変換される酵素基質が要求されるため、洗浄機構、測定機構に加え、酵素基質を容
器に分注するための試薬分注機構を配置する。一方、２ステップ法においては、第１反応
終了後に中間洗浄を行った後、通常は標識試薬を分注して更に反応させ、その後１ステッ
プ法と同様の洗浄及び測定を行う。従って、１ステップ法に加えて２ステップ法をも行う
場合には、標識試薬を分注するための試薬分注機構を追加する。本発明では、１ステップ
法における最終洗浄、２ステップ法における中間及び最終洗浄を行うための洗浄機構を共
通化できるからである。
【００１３】
測定機構は、免疫測定においていかなる標識を使用するかに応じて適宜選択される。例え
ば酵素免疫測定の場合には当該酵素により検出可能な信号を発する物質に変換される酵素
基質を用いるが、この検出可能な信号が吸光度である場合には吸光光度計を用いることが
例示できる。同様に、蛍光である場合には蛍光光度計を用いる等すれば良い。このように
光学的測定機構を使用した場合には容器中の液体と非接触で測定を行うことが可能であり
、特に好ましい。特に好ましく光学的測定機構を用いる場合、例えば容器の上方から励起
光や測定光を照射し、かつ回転円盤に小孔を設けておき容器を透過した吸光を測定するこ
と等も可能であるが、機構の簡略化のためには容器の上方から励起光等を照射し、かつ、
容器上方に照射された蛍光を測定する構成を採用することが好ましい。測定すべき信号が
発光等の場合は励起光を照射する必要がないため、単に容器上方に測定機構を設置すれば
良い。
【００１４】
洗浄機構は、容器に対して洗浄液を供給するための手段と容器から溶液を除去するための
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手段から構成される。容器中の溶液の除去と、残余成分を洗浄するための洗浄液の供給を
行うからである。これら手段としては、例えば洗浄液供給管と溶液除去管を同軸上に、即
ち二重管構造としたプローブ手段や例えば洗浄液供給管と溶液除去管を並列に配置したプ
ローブ手段等が例示でき、これら１組の管手段等からなるプローブ手段と洗浄液タンク、
排出した液の液溜、ポンプ、更にはプローブ手段を上下運動可能に保持し、洗浄を行わな
い時はこれを回転円盤の上方に待機させ、洗浄に際して容器中に浸漬するための上下駆動
手段等を以て洗浄機構を構成する。洗浄効率を向上させるためには、複数のプローブ手段
を連続した容器担持部（１の円上に奇数の容器担持部を配置し、かつ、回転円盤を２ピッ
チ回転動させる場合は１つおき）に対して配置することが好ましいが、具体的な設置数に
ついては種々検討のうえ決定すれば良い。洗浄効率を上げるためには、洗浄水によるすす
ぎ時間を長くとることが好ましいため、反応容器が連続して洗浄されるよう、２～４組の
プローブ手段を２～４の場所に配置し、洗浄を行うことが特に好ましい。なお、ポンプ等
のプローブ以外の手段は複数のプローブ手段で共用とすることができる。
【００１５】
本発明の装置では、好ましくは複数のプローブ手段から構成される１の洗浄機構により、
１ステップ法における最終洗浄、２ステップ法における中間洗浄及び２ステップ法におけ
る最終洗浄の全ての洗浄操作を行うことができる。このため、プローブ手段の上下動手段
を簡略化できるという効果がある。また、洗浄機構は操作経路として機能する容器担持部
に対してのみ機能する用に構成されており、中間洗浄を行なうべき容器と最終洗浄を行う
容器のみが移動してくるのであるから、複数のプローブ手段を有している場合であっても
それらを独立して上下動する必要がないという利点も有する。ただし、容器を担持してい
ない容器担持部が移動してくることもあるため、複数のプローブ手段で洗浄機構を構成す
る場合、少なくとも洗浄液の供給については各プローブ手段で独立させる。
【００１６】
本発明の装置は、少なくとも上記洗浄機構と測定機構を装備する。しかし、酵素を標識と
して使用する場合には上記機構に加え、基質を分注するための試薬分注機構を追加する。
試薬分注機構は、酵素基質等の試薬を保持する試薬タンクとポンプ手段、そして容器への
吐出口等から構成することができる。また更に２ステップ法を行う場合には、第２反応に
要求される、例えば標識抗原、標識抗体、標識結合物質等の分注するための試薬分注機構
を追加する。１ステップ法を行う場合においても、例えば、空の容器を容器担持部に供給
した後に試料、固相化抗体及び標識抗体等を追加して反応を行う場合等には、この試薬分
注機構でこれら試薬や試料を分注すれば良い。試薬分注機構は、分注される試薬の種類に
応じて複数配置することができる。
【００１７】
これら各機構は、回転円盤の最も内周側又は最も外周側の円上に配置された容器担持部が
担持する容器に対して機能し得るように配置されるが、１ステップ法は洗浄、必要に応じ
ての基質等の試薬分注そして測定の順に、２ステップ法は第１反応後に洗浄、試薬分注の
順に、そして第２反応後は１ステップ法の場合と同様の順に各操作が行われる。そこで各
機構は、複数の容器に対し複数の機構を同時並行的に各操作を行い得るよう、洗浄機構、
必要に応じて試薬分注機構そして測定機構の順に配置する配置することが好ましい。なお
この順序は、回転円盤の通常の回転方向に沿った順である。従って回転円盤を早送り、逆
転動する場合、必ずしもこの順に配置する必要はない。また、後述のように操作経路とし
て機能する容器担持部に担持された容器については速やかに各操作を行った後に廃棄する
必要が生じるため、また各機構による操作は所定の時間内に行われることが好ましいため
、回転円盤の１８０度回転の間に容器が全ての機構を移動できるように各機構は配置する
ことが好ましい。
【００１８】
上記各機構は、２重以上の容器担持部の円中、１の円上に配置された容器担持部に対して
のみ洗浄操作等を行い得る。本発明においては、当該円上に配置された容器担持部に容器
を担持させ、これら各機構に移動し、洗浄等の操作を行う。即ちこれら容器担持部を、容
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器を洗浄等の各操作に移動するための移送経路として機能させるのである。これに対し、
他の円上に配置された容器担持部は免疫反応を行うべき容器を担持させる。即ちこれら容
器担持部を反応経路として機能させるのである。回転円盤には、操作経路として機能する
容器担持部が配置された１の円と、その他、少なくとも１の、反応経路として機能する容
器担持部が配置された円が存在する。
【００１９】
１の円上に配置される、反応経路として機能する容器担持部の数は、他の円上に配置され
た反応経路として機能する容器担持部の数と同数にする。これに対して操作経路として機
能する容器担持部の数は、後述するように１の円上に配置された反応経路として機能する
容器担持部の数と同数か、又はその倍とすることが好ましい。
【００２０】
反応経路として機能する容器担持部と操作経路として機能する容器担持部は、容器移送装
置によるこれら容器担持部間での容器移送、即ち異なる円上に配置された容器担持部間で
の容器の移送により機能的に連結される。容器移送機構は、容器を回転円盤の外部から任
意の容器担持部に移送し、容器を異なる円上に配置された容器担持部間で移送し、そして
容器を回転円盤の外部に設けられた使用済容器廃棄口へ移送するが、この目的のためには
その移動経路が回転円盤上の容器担持部の円の全てと交差するように構成される。具体的
に例えば、回転円盤の回転中心上を通過する、回転円盤の直径線上を移動可能で、容器担
持部が配置された２以上の円のそれぞれと２点で交差する構成や、回転円盤の半径線上を
移動可能で容器担持部が配置された２以上の円のそれぞれと１点で交差する構成の他、例
えば回転円盤外の点を中心とする円弧上を移動可能で、容器担持部が配置さえた２以上の
円のそれぞれと２点で（時には最も内側の円とは１点で接する）交差する構成が例示でき
るが、後に説明するように容器移送機構や回転円盤の回転動の制御という面から、回転円
盤の直径線上又は半径線上を移動可能とすることが好ましい。また容器移送機構を、特に
回転円盤の直径線上又は半径線上を移動可能とする場合、回転円盤上の容器担持部が配置
された各円は半径方向に等間隔離間して配置することが好ましい。これにより容器移送機
構の半径方向の移動距離を当該離間距離又は当該離間距離の自然数倍にでき、容易にその
移動を制御できるからである。また、複数の容器について、同時に洗浄操作や測定操作等
を行うことができるようになるからである。
【００２１】
この容器移送機構の移動経路と円の交点に容器担持部が位置するよう、各円において容器
担持部を配置する。例えば回転円盤の直径線上又は半径線上を移動可能な構成の容器移送
機構においては、全ての円上に同数の容器担持部を配置する場合、半径線上に円の数に等
しい容器担持部が整列することになるが、これらの間で容器を移送することで反応経路と
して機能する容器担持部と操作経路として機能する容器担持部が機能的に結合され、前者
において反応を行った容器を容器移送機構で後者に移送し、洗浄や測定等の一連の操作を
行うことができるのである。特に円上に偶数の容器担持部を配置した場合、直径線上に円
の数の２倍の容器担持部が整列するため、直径線上を移動可能な容器移送機構を配置すれ
ばこれら全てを以て一連の反応と操作を行い得るようになり、後述するように反応を行う
時間が異なる容器について処理する場合に効果を発揮する。なお、容器移送機構が半径線
上を移動可能な場合には、回転円盤を１８０度回転動させることで同様の効果を発揮する
。円上に奇数の容器担持部を配置した場合は、同時に直径線上に円の数の２倍の容器担持
部が整列することはないが、回転円盤を１／２ピッチ（正又は逆に）回転動させることで
１の円上に偶数の容器担持部を配置した場合に直径線上に円の数の２倍の容器担持部が整
列するのと同様の効果を得ることができる。なおこの場合にも、容器移送機構が半径線上
を移動可能な場合には、回転円盤を１８０度回転動させることで同様の効果を発揮する。
【００２２】
一方、操作経路として機能する容器担持部を、反応経路として機能する容器担持部の円上
に配置された容器担持部の２倍とした場合、半径線上に整列した円の数に等しい容器担持
部及び１／２ピッチ離間して位置する２の容器担持部（操作経路として機能する容器担持
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部）のいずれか一方を以て一連の反応と操作を行い得るようになる。この場合、後述する
ように２以上の容器について洗浄等の操作を同時に行う場合に効果を発揮する。
【００２３】
容器移送機構は、前記のような移動経路と、容器の形状に基づいてデザインされた、例え
ば容器がフランジを有する場合には当該フランジを左右又は３点で挟み込んで吊るすアー
ム部やフランジ等を真空吸着するバキューム部等、そしてアーム部やバキューム部等を上
下動する手段等から構成される。また容器移送機構は、容器担持部間で容器を移送する以
外に、外部から回転円盤に容器を移送し、更には測定が終了した容器を回転円盤から排出
するために用いられる。このため、容器移送機構の移動経路上には、回転円盤に移送され
るべき容器が置かれる場所や容器廃棄口が配置される。回転円盤に移送されるべき容器が
置かれる場所を、例えば容器への試料の分注場所とすることが例示できる。
【００２４】
回転円盤の、１の円上に配置された反応経路として機能する容器担持部の数に等しい数の
１ピッチ回転動により、任意の容器担持部は１回転してもとの位置に復帰する。１の円上
に配置された反応経路として機能する容器担持部が奇数である場合、この数に等しい数の
２ピッチ回転動を行うと、任意の容器担持部は２回転してもとの位置に復帰する。免疫測
定においては、一定時間、抗原や抗体等から選択される試薬と、試料中の測定対象物質（
抗原や抗体等）を反応させることが必要である。そこで本発明では、回転円盤上の回転動
によって容器移送機構により任意の容器担持部に供給された容器が当該供給位置から移動
し、再度容器移送機構により移送され得る位置に到達するのに要する時間がこの反応に要
する時間と一致するように容器移送機構の構成を選択し、かつ、回転円盤の回転動を制御
するのである。
【００２５】
第１の例として、例えば、本発明の装置を用いて１０分及び４０分の１ステップ法を行な
う場合、要求される容器の移送は、（１）回転円盤上の反応経路として機能する容器担持
部への容器の移送、（２）前記容器担持部で１０分間担持された容器の、操作経路として
機能する容器担持部への移送、（３）前記容器担持部で４０分間担持された容器の、操作
経路として機能する容器担持部への移送、及び（４）測定機構での測定を完了した容器の
廃棄口への移送である。これらを効率的に処理するために、例えば１０分で回転円盤が１
回転するよう１ピッチ回転動（１の円上に配置された反応経路として機能する容器担持部
が奇数である場合には２ピッチ回転動でも良い）に要する時間を決定することが例示でき
る。そして容器移送機構としては、例えば回転円盤の半径線上を移動可能なものを採用し
、容器の移送を容器担持部が配置された円と容器移動機構の移動経路による交点で行なえ
ば良い。また、容器の移送機構として例えば回転円盤の直径線上を移動可能なものを採用
した場合は、容器担持部が配置された円と２点で交差し、１の円上に偶数の容器担持部が
配置されている場合、また１の円上に奇数の容器担持部が配置されている場合は１／２ピ
ッチ回転動を加えることで、当該２の交点で容器の移送を行ない得るため、例えば２０分
で回転円盤が１回転するよう１ピッチ回転動（１の円上に配置された反応経路として機能
する容器担持部が奇数である場合には２ピッチ回転動でも良い）に要する時間を決定する
ことが例示できる。なお回転円盤の半径線上を移動可能なものを採用した場合であっても
、このように２０分で回転円盤が１回転するよう１ピッチ回転動に要する時間を決定し、
かつ、１０分が経過した時点で回転円盤を１８０度回転させるようにすれば同様の結果を
得ることができる。このような構成によれば、容器を回転円盤に移送してから１０分後、
当該容器は再度容器移送機構により移送され得る地点に位置することになるから、当該容
器が１０分の反応を行うものである場合には操作経路として機能する容器担持部に移送し
、回転円盤の１ピッチ回転動によって順次洗浄機構、必要に応じて試薬分注機構そして測
定機構に移動し、測定結果を得ることができる。なお、１の円上に配置された反応経路と
して機能する容器担持部が奇数であって、回転円盤を２ピッチ回転動させる場合、２ピッ
チ回転動によって順次洗浄機構等に移動し、測定結果を得ることになるが、この場合には
１ピッチおきに洗浄機構や測定機構等を配置しておくことで対応できる。
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【００２６】
この第１の例においては、反応経路として機能する容器担持部が配置された１の円と、操
作経路として機能する容器担持部が配置された１の円の、２重の同心円を回転円盤上に配
置すれば、１の反応経路として機能する容器担持部に対し、１の操作経路として機能する
容器担持部が対応するため、同時に２以上の容器を操作経路として機能する容器に移送し
なければならない事態（衝突）を回避することができる。しかしながら、単位時間当たり
の装置の処理能力を向上したり、又は装置の処理能力の低下を招くことなく反応時間を長
時間化するため、反応経路として機能する容器担持部が配置された２以上の円と、操作経
路として機能する容器担持部が配置された１の円の、合計３以上の同心円を配置すること
が好ましい。この構成は処理能力の向上という側面では効果的である反面、１の操作経路
として機能する容器担持部に対して２以上の反応経路として機能する容器担持部が対応す
るため、同時に同時に２以上の容器を操作経路として機能する容器に移送しなければなら
ない事態（衝突）が生じかる可能性もある。例えば、反応経路として機能する容器担持部
が配置された２以上の円と容器移送機構の半径線上の移動経路の交点に位置する２以上の
容器担持部に、同時に４０分の反応を行う容器を移送し得る場合には、４０分後にこれら
容器を操作経路として機能する１の容器担持部に移送する必要が生じる。このため本発明
の装置では、半径線と２以上の反応経路として機能する容器担持部が配置された円が交差
する場合、それらのうちの１の地点を新たに回転円盤上に移送する容器の受入位置として
指定しておき、当該地点に新たに移送された容器については時間の経過と共に他の容器担
持部に移送し、当該受入位置に容器を担持していない容器担持部が移動した場合のみ、新
たな容器を移送するように構成する。受入位置として操作経路として機能する容器担持部
が配置された円から最も離れた円上の半径線との交点に位置する容器担持部を指定し、時
間の経過と共に順次操作経路として機能する容器担持部が配置された円に接近した容器担
持部に移送することが好ましい。例えば２０分で１回転する回転円盤上に３重の同心円を
配置し、最も外周側の円上に操作経路として機能する容器担持部を配置した場合、最も内
周側の円に配置された容器担持部を受入のための容器担持部とし、２０分経過後に中間に
位置する円上の容器担持部に移送することが例示できる。このような構成によれば、第１
の例において、１０分又は４０分の反応を行う容器のみについて処理する場合には、順次
容器を回転円盤に移送可能となり、例えば３重円を配置した場合は２重円を配置した場合
に比べて２倍の処理能力を与えることが可能である。また、回転円盤上に容器担持部を追
加するだけで更に長い反応時間を要する場合にも容易に対処可能となる。即ち、回転円盤
の変更することなく、反応時間上の反応経路として機能する容器担持部に容器を担持させ
ておく時間を長時間化できるのである。
【００２７】
もっとも第１の例のように、１０分の反応を行なう容器と４０分の容器を行う容器が混在
する場合は、なおも衝突が生じ得る。例えば、反応経路として機能する容器担持部が配置
された２以上の円と容器移送機構の半径線上の移動経路の交点に位置する２以上の容器担
持部中、１の容器担持部に３０分を経過した容器が存在する場合、新たに１０分の反応を
行う容器を移送すると、１０分後にこれら容器を操作経路として機能する１の容器担持部
に移送する必要が生じる。このため本発明の装置では、半径線と２以上の反応経路として
機能する容器担持部が配置された円が交差する場合、新たに移送しようとする容器を操作
経路として機能する容器担持部に移送すべき時間と、すでに移送されている容器を操作経
路として機能する容器担持部に移送すべき時間を比較し、両者の衝突が予想されるときは
新たな容器の移送を行わないようにすることがこれを回避する制御として例示できる。
【００２８】
以上に例示した、４０分の反応を行う容器間の衝突又は４０分と１０分の反応を行う容器
間の衝突は、１以上の反応経路として機能する容器担持部に対し、２以上の操作経路とし
て機能する容器担持部が対応させることでも回避できる。即ち、１の円上に配置される操
作経路として機能する容器担持部の数を、１の円上に配置された反応経路として機能する
容器担持の数のｎ倍とするのである。例えば２倍の操作経路として機能する容器担持部が
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対応する場合には、同時に２の容器を操作経路に移送して洗浄等の操作を行なうことがで
きる。このためには回転円盤の回転動を、必要に応じて１／２ピッチ回転動させれば良い
（ｎ倍とした場合は１／ｎピッチ回転動）。この構成では、ｎを大きくするに従って回転
円盤上の単位面積当たりの反応経路容器担持部の数が減少するため、ｎは２程度を上限と
することが好ましい。なお、例えば標識として酵素を用いる免疫測定等においては、当該
酵素活性を測定して最終的に試料中の測定対象物濃度を測定するにあたり、酵素基質を分
注してから複数の時点で酵素反応生成物に由来する蛍光等を測定し、当該生成物の増加速
度から酵素活性を計算することがある（いわゆるレート法等）。この場合、高精度な測定
操作を実施するため、１の容器に対する測定機構での測定操作は比較的長時間を要する。
このように、操作経路として機能する容器担持部を反応経路として機能する容器担持部の
ｎ倍配置することで衝突を避ける構成を採用すると、測定等の操作に要する時間によって
は任意の容器について所定の時間内に当該操作を完了できない可能性がある。従って、本
発明においてこのように長い測定操作等を行なう構成を採用する場合には、操作経路とし
て機能する容器担持部の数を他の円上に配置された、反応経路として機能する容器担持部
の数と同数とすることが好ましい。なお、１の円上に配置した反応経路として機能する容
器担持部の数と操作経路として機能する容器担持部の数を同数とした場合であってもこれ
が奇数である場合、回転円盤を２ピッチ回転動させれば、１の円上に配置された容器担持
部は１つおきに容器移送機構の移動経路との交点に移動するから、前記したように２倍の
操作経路として機能する容器担持部を配置したのと同様の効果を達成できる。即ち、操作
経路として機能する容器担持部を配置した円においても、容器担持部は１つおきに容器移
送機構の移動経路との交点に移動するから、通常その１ピッチ前後に位置する容器担持部
には反応経路として機能する容器担持部から容器は移送されない。従って、このように２
ピッチ回転動を行なう場合、１ピッチ回転動を付加することで２倍の操作経路として機能
する容器担持部を配置したのと同様の効果を達成できるのである。
【００２９】
第２の例として、例えば、４０分の１ステップ法と、２０分の第１反応及び２０分の第２
反応を含む４０分の２ステップ法を行う場合に要求される容器の移送は、（１）回転円盤
上の反応経路として機能する容器担持部への容器の移送、　（２）前記容器担持部で２０
分間担持された容器の、操作経路として機能する容器担持部への移送、（３）前記容器担
持部で４０分間担持された容器の、操作経路として機能する容器担持部への移送、及び（
４）測定機構での測定を完了した容器の廃棄口への移送である。これらを効率的に処理す
るために、例えば２０分で回転円盤が１回転するよう１ピッチ回転動（１の円上に配置さ
れた反応経路として機能する容器担持部が奇数である場合には２ピッチ回転動でも良い）
に要する時間を決定することが例示できる。容器の移送機構として例えば回転円盤の直径
線上を移動可能なものを採用した場合は、容器担持部が配置された円と２点で交差し、１
の円上に偶数の容器担持部が配置されている場合、また１の円上に奇数の容器担持部が配
置されている場合は１／２ピッチ回転動を加えることで、当該２の交点で容器の移送を行
ない得るため、例えば４０分で回転円盤が１回転するよう１ピッチ回転動（１の円上に配
置された反応経路として機能する容器担持部が奇数である場合には２ピッチ回転動でも良
い）に要する時間を決定することが例示できる。なお回転円盤の半径線上を移動可能なも
のを採用した場合であっても、このように４０分で回転円盤が１回転するよう１ピッチ回
転動に要する時間を決定し、かつ、２０分が経過した時点で回転円盤を１８０度回転させ
るようにすれば同様の結果を得ることができる。このような構成によれば、容器を回転円
盤に移送してから２０及び４０分後、当該容器は再度容器移送機構により移送され得る地
点に位置することになるから、当該容器が１ステップ法又は２ステップ法を行なうものの
いずれの場合であっても、操作経路として機能する容器担持部に移送し、回転円盤の１ピ
ッチ回転動によって順次洗浄機構、必要に応じて試薬分注機構に移動し、測定結果を得る
ことができる。なお、１の円上に配置された反応経路として機能する容器担持部が奇数で
あって、回転円盤を２ピッチ回転動させる場合、２ピッチ回転動によって順次洗浄機構等
に移動することになるが、この場合には１ピッチおきに洗浄機構や測定機構等を配置して
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おくことで対応できる。
【００３０】
この第２の例においても、反応経路として機能する容器担持部が配置された１の円と、操
作経路として機能する容器担持部が配置された１の円の、２重の同心円を回転円盤上に配
置すれば、１の反応経路として機能する容器担持部に対し、１の操作経路として機能する
容器担持部が対応するため、同時に２以上の容器を操作経路として機能する容器に移送し
なければならない事態（衝突）を回避することができるが、単位時間当たりの装置の処理
能力を向上したり、処理能力の低下を招くことなく反応時間を長時間化するため、反応経
路として機能する容器担持部が配置された２以上の円と、操作経路として機能する容器担
持部が配置された１の円の、合計３以上の同心円を配置することが好ましい。この場合に
も、同時に同時に２以上の容器を操作経路として機能する容器に移送しなければならない
事態（衝突）が生じかねない。例えば、反応経路として機能する容器担持部が配置された
２以上の円と容器移送機構の半径線上の移動経路の交点に位置する２以上の容器担持部に
、同時に２ステップ反応を行う容器を移送すると、２０及び４０分後にこれら容器を操作
経路として機能する１の容器担持部に移送して中間洗浄又は最終洗浄等をする必要が生じ
る。これを回避するためには、第１の例で説明したように受入位置たる容器担持部を指定
する等すれば良い。そして、１ステップ法を行なう容器については順次異なる円に移送す
る一方、２ステップ法を行なう容器については順次異なる円に移送しつつ、その途中で中
間洗浄を行うために操作経路として機能する容器担持部への移送と、中間洗浄を行った後
には反応経路として機能する容器担持部であって、中間洗浄を行わなかった場合に担持さ
れているべき容器担持部に移送する（もどす）操作を加えるなどすれば良い。もっとも第
２の例では、１ステップ法を行なう容器に対する最終洗浄操作と、２ステップ法を行う容
器に対して行う第１反応後の中間洗浄操作が混在する場合はなおも衝突が生じ得る。例え
ば、反応経路として機能する容器担持部が配置された２以上の円と容器移送機構の半径線
上の移動経路の交点に位置する２以上の容器担持部中、１の容器担持部に２０分を経過し
た１ステップ法を行う容器が存在する場合、新たに２ステップ法を行う容器を移送すると
、２０分後にこれら容器を操作経路として機能する１の容器担持部に移送する必要が生じ
る。このため第２の例においても、半径線と２以上の反応経路として機能する容器担持部
が配置された円が交差する場合、新たに移送しようとする容器を操作経路として機能する
容器担持部に移送すべき時間と、すでに移送されている容器を操作経路として機能する容
器担持部に移送すべき時間を比較し、両者の衝突が予想されるときには新たな容器の移送
を行わないように制御することがこれを回避する制御法として例示できる。
【００３１】
以上に例示した、１ステップ法を行なう容器と２ステップ法を行う容器間の衝突は、第１
の例において示したように１以上の反応経路として機能する容器担持部に対し、２以上の
操作経路として機能する容器担持部が対応させることでも回避できる。２ステップ法にお
ける中間洗浄操作と試薬分注操作は、例えば標識として酵素を用いる免疫測定等における
測定操作に比較して短時間で終了することができる。従って第１の例とは異なり、操作経
路として機能する容器担持部を反応経路として機能する容器担持部の２倍程度配置するこ
とが衝突を回避するための好ましい構成として例示できる。なお、１の円上に配置した反
応経路として機能する容器担持部の数と操作経路として機能する容器担持部の数が同数で
あっても、これが奇数である場合、回転円盤を２ピッチ回転動させれば同様の効果を達成
できる。
【００３２】
【発明の実施の形態】
以下、図面に基づき本発明の実施の形態を詳細に説明するが、本発明はこれら形態に限定
されるものではない。
【００３３】
図１は、酵素免疫測定法により、１０分の１ステップ法、４０分の１ステップ法、及び、
２０分の第１反応と２０分の第２反応を含む２ステップ法を行うために構成された、本発
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明の装置を示す図である。
【００３４】
断面が円形の容器を担持するため、容器担持部２は円形の凹部とした。それぞれ４０の容
器担持部２（凹部）をそれぞれの円周方向で等間隔に配置した円ｘ、ｙ及びｙを有する回
転円盤１は、不図示の駆動機構により、回転中心Ａを中心に矢印方向に１ピッチ回転動可
能に構成されている。容器移送機構３は、回転円盤の回転中心Ａを通過する直径線上を移
動可能であり、その移動経路の一方は回転円盤外に配置された容器に試料を分注する試料
分注機構６による試料分注位置Ｂまで、他方は測定が終了した使用済容器を廃棄するため
の廃棄口Ｃまで延びている。
【００３５】
回転円盤に供給される容器は、容器移送機構により回転円盤に移送される以前に、試料と
免疫反応に必要な試薬が供給される。本例の装置は、１ステップ及び２ステップ法を行な
い得る構成としてあるから、容器は、例えば測定されるべき試料と免疫反応に要求される
試薬の全て又は測定されるべき試料と免疫反応に要求される試薬の一部が分注された後、
回転円盤に移送される。なお、測定されるべき試料以外の試薬を予め容器に凍結乾燥等さ
れて封入しておけば、測定されるべき試料を分注するだけで免疫反応が開始できる。容器
内での免疫反応により、免疫反応した試薬は洗浄操作で容器外に排出されない不溶性の担
体と結合した複合体を生じるが、本例ではこの担体に磁性物質を担持させ、かつ、回転円
盤を磁性透過部材で構成してその下部に容器担持部の配列と概ね一致するよう磁石を配置
した、円の数と同数のドーナツ状板を配置し（不図示）これを回転振動して撹拌を行なう
構成を採用した。回転円盤には温度検出素子とロータリーコネクタを用いたヒータが取り
付けられ、温調可能に構成してあり、これにより各容器で生じる免疫反応を均一化すると
いう効果も達成できる。
【００３６】
反応容器担持部は、回転円盤上の同心円ｘ、ｙ及びｚ上に各４０ずつ配置されている。本
例では、ｘ及びｙ上に反応経路として機能する容器担持部を、ｚ上に操作経路として機能
する容器担持部を配置した。
【００３７】
図から容易に理解されるように、容器移送機構が移動する線は、回転円盤上の容器担持部
の円の全てを横切るように構成されている。本例では、容器移送機構は回転円盤の中心を
通過する直径線上を移動し、かつ、偶数（４０）の容器担持部が各円上に配置されている
ため、容器移送機構と各円はそれぞれ２の交点（ｘ１及びｘ２）、（ｙ１及びｙ２）及び
（ｚ１及びｚ２）を有する。このため、例えば交点ｘ１、ｙ１及びｚ１に位置する３の容
器担持部（ａ１、ｂ１及びｃ１）のように、半径方向に整列した３の容器担持部は機能的
に連結され、一連の反応経路及び操作経路が構成されるが、本例の構成ではこれ以外に直
径線上に整列した例えばｘ１、ｙ１、ｚ１、ｘ２、ｙ２及びｚ２に位置する６の容器担持
部（ａ１、ａ２、ｂ１、ｂ２、ｃ１及びｃ２）により一連の経路と考えることもできる。
なお、各円ｘ、ｙ及びｚの半径方向の離間距離は等間隔としてあり、これにより容器移送
機構の制御を容易化してある。
【００３８】
円ｘ、ｙ及びｚが設けられているが、うちｘとｙ上に配置された容器担持部は反応経路と
して機能するものである。そしてこれら３円の最も外周側に位置するｚ上には、操作経路
として機能する容器担持部が配置され、そこに担持される容器に対して洗浄、試薬分注及
び測定操作を行うために洗浄機構４、試薬分注機構５及び測定機構６を配置した。なお、
２ステップ法用の酵素標識試薬分注手段５（１）と１ステップ及び２ステップ用の基質分
注手段５（２）の２の手段を以て試薬分注機構５を構成したが、これらは同時に分注され
ることがないことから、２本のノズルが１の容器担持部に対向するように配置した。測定
機構は、基質を分注してから５分が経過するまでの蛍光強度を、間欠的に測定するように
構成されている。本例では洗浄効率を向上するために４の洗浄プローブ手段を有する洗浄
機構を採用したが、１ピッチ回転動により２０分で１回転するよう回転円盤を制御するた
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め、これら洗浄プローブ手段は連続的に配置されている。また、後述するように２ステッ
プ法を行う容器を効率的に処理するため、これら各機構は容器受入位置として指定したｘ
１から１ピッチ離間した場所から、洗浄機構、試薬分注機構、測定機構の順に、回転円盤
の回転角度にして１８０度以下となる範囲に配置されている。
【００３９】
本図には示していないが、回転円盤の下側には円盤を回転動させる駆動機構としてステッ
ピングモータと回転角度検出手段が配置され、これらはコンピュータからなる制御機構に
連結されている。
【００４０】
回転円盤は２０分で１回転するように１ピッチ回転動に要する時間は３０秒に設定されて
いる。まずｘ１に位置する容器担持部（ａ１）に容器移送機構から容器ｓ１が移送される
。２０分経過するとｓ１は再びｘ１に復帰するが、ｓ１が１ステップ法を行なう容器の場
合はｙ１に位置する容器担持部（ｂ１）に移送される。なお、この間にも他の容器が回転
円盤の１ピッチ回転動により順次ｘ１に移動された容器担持部に移送される。この時点で
新たな容器ｓ２をｘ１に位置する空いた容器担持部（ａ１）に移送するが、ｓ２が２ステ
ップ法を行う容器である場合には２０分後にｓ１とｓ２を共にｚ１に位置する容器担持部
（ｃ１）へ移送する必要が生じる。このため本例の装置においては、直径線上に整列した
ｘ１、ｙ１、ｚ１、ｘ２、ｙ２及びｚ２に位置する６の容器担持部（ａ１、ａ２、ｂ１、
ｂ２、ｃ１及びｃ２）を一連の経路とみたて、２０分後に再度ｙ１に復帰したｓ１をｚ１
に位置する容器担持部（ｃ１）に移送し、回転円盤を１８０度回転させてｃ１とは１８０
度離れた容器担持部（ｃ２）をｚ１に移動したうえで、又は回転円盤を回転させることな
くｃ１とは１８０度離れたｚ２に位置する容器担持部（ｃ２）にｓ２を移送することによ
り、両者の衝突を避けている。なお、２ステップ法における中間洗浄と酵素標識試薬の分
注は比較的短時間で終了できるため、ｃ１に担持された容器について測定操作等を行いつ
つ、ｃ１から１８０度離れたｃ２について中間洗浄と酵素標識試薬の分注を、免疫測定に
影響を与えない誤差の範囲で行うことが可能である（むろん、制御機構の制御アルゴリズ
ムを変更することで、この場合のｓ２の移送をキャンセルするように制御することもでき
る。容器の移送をキャンセルすることは予め予測できるため、試料の分注も含めキャンセ
ルするように構成する）。
【００４１】
本例の装置で、２ステップ法における中間洗浄等の操作を１８０度離れた容器担持部を利
用して行うことができるのは、測定操作又は２ステップ法を行なう場合における中間洗浄
や標識試薬分注操作の完了した容器を、ｚ２又は回転円盤の逆回転動を利用した場合には
ｚ１で廃棄口に移送したり、中間洗浄等を完了した容器については反応経路を構成する容
器担持部にもどす構成を採用したことによる。即ち本例の構成では、回転円盤の回転方向
と同方向に、円ｚ上に配置された操作経路として機能する容器担持部中、ｚ２からｚ１に
至る間の容器担持部には容器は担持されていないことになるからである。なお、本例では
４０分の２ステップ法を行う場合における中間洗浄を１８０度離れた位置で行う構成を採
用したが、衝突の可能性がある２以上の容器について、その一方を選択的にこのようにし
て処理することが容易に達成できる。即ち、本例の装置で処理する、異なる３つのプロト
コルを行う容器については、１０分の１ステップ法及び４０分の１ステップ法の測定等と
、４０分２ステップ法の中間洗浄等が衝突する可能性があるが、本発明では４０分１ステ
ップ法を最優先し、２ステップ法における中間洗浄については前述のようにして衝突をさ
け、更に１０分の１ステップ法については後述のようにして衝突を避ける構成を採用して
いる（ｘ１に位置する容器担持部ａ１を受入れ位置として、２０分で１回転するように回
転円盤を制御し、順次容器を回転円盤外部から移送する本例の装置構成では、４０分の１
ステップ法における測定等と４０分の２ステップ法における第２反応後の測定等が衝突す
ることはない）。しかし、同様に４０分の１ステップ法行う容器を最優先する場合であっ
ても、例えば２ステップ法について後述のように処理をキャンセルし、１ステップ法にお
ける測定等を前述のように１８０度離れた容器担持部を利用する行う構成も採用し得る。
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また更に、最優先するプロトコルをを変更したうえで、衝突を回避できない場合にキャン
セルする容器及び１８０度離れた容器担持部を利用して処理を行う容器を適宜決定し、そ
れに合わせて装置を制御することは容易に可能である。
【００４２】
この後、測定操作等を終了したｓ１は、ｚ２に移動した際又は回転円盤の逆転によりｚ１
に移動され、廃棄口Ｃに廃棄される。一方ｓ２は、ｚ２に移動した際又は回転円盤の逆転
によりｚ１に移動され、容器担持部ｂ１に復帰される。そして更に２０分後、ｓ２はｙ１
の位置でｂ１からｃ１に移送され、測定等の操作が行われる。
【００４３】
本例の装置において１０分の１ステップ法を行う場合には、直径線上に整列したｘ１、ｙ
１、ｚ１、ｘ２、ｙ２及びｚ２に位置する６の容器担持部（ａ１、ａ２、ｂ１、ｂ２、ｃ
１及びｃ２）を一連の経路とみたて、ｘ１の位置に位置する容器担持部ａ１に容器を移送
した後、１０分後にｘ２に移動した容器をｚ１に位置する容器担持部ｃ２に移送し、測定
等の操作を行なう。また制御アルゴリズムを変更することで、回転円盤に容器を移送する
場合、円ｘ上の容器担持部に移送するのではなく、直接、円ｚ上のｚ２に位置するｃ２に
移送することも可能である。しかしいずれの場合にも、本例の装置の構成では、ｙ２に位
置する容器担持部ｂ２に担持された容器は、その１０分後にｙ１の位置においてｚ１に位
置する容器担持部ｃ２に移送されるから、１０分の１ステップ法を行う容器を回転円盤に
移送する際、ｙ２に位置する容器担持部に容器が存在するか否かを確認し、容器が存在す
れば移送をキャンセルするように構成してある。なお、このことから、例えば１０分の１
ステップ法を行う容器を、円ｙ２上のｂ２に移送することも例示できる。本例では、前述
のように、４０分の２ステップ法を行う場合の中間洗浄との衝突は、中間洗浄を１８０度
離れた離れた容器担持部を利用すること回避している。
【００４４】
ｘ１、ｙ１及びｚ１、或いは、ｘ１、ｙ１、ｚ１、ｘ２、ｙ２及びｚ２に位置する３又は
６の容器担持部を、同一の反応を行う容器のみ、即ち４０分の１ステップ法を行なう容器
のみ、４０分の２ステップ法を行う容器のみ、又は１０分の１ステップ法を行う容器のみ
、のために使用する場合には、各容器間で衝突は生じないから、順次回転円盤に対して容
器を移送することができる。一方、本例のように３種類の容器を混合して処理する場合に
は、これまで説明してきた各反応を行なうための容器間での衝突の可能性とこれを回避す
るための制御方法を組み合わせることでこれに対処すればよい。
【００４５】
【発明の効果】
本発明の装置によれば、２ステップ法を行なう場合に固有の中間洗浄用洗浄プローブ等を
別途配置することなく、これを１ステップ法及び２ステップ法における最終洗浄用のプロ
ーブと兼用することができる。しかも本発明では、２ステップ法を連続して行う場合やこ
れら異なるプロトコルによる反応が混在する場合においても、中間洗浄と最終洗浄の衝突
を生じることなく、効率的に処理することが可能である。この際、１ステップ法と２ステ
ップ法を行なう容器が混在していても、洗浄機構を構成する複数の洗浄プローブ手段を同
時に上下させることが可能となり、機構を簡略化することができる。また本発明によれば
、例えば１０分の１ステップ法と４０分の１ステップ法が混在する場合においても、測定
操作等において衝突を生じることなく、効率的に処理することが可能である。このように
本発明の装置は、より部品数を減少して低コスト化を実現すると共に、種々の異なるプロ
トコルによる反応や、同一プロトコルの反応であっても反応時間が異なる場合に適切に対
処することができるのである。
【００４６】
本発明の装置は、１の回転円盤上で免疫反応から測定に至る前操作を完了することが可能
であり、例えば洗浄工程のために一旦容器を他の装置に移送する必要がない。このため、
無駄な容器移送に要する時間等が省略でき、単位時間当たりの処理能力を向上することも
できる。
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【図面の簡単な説明】
【図１】図１は本発明の装置の一実施形態を示す図である。
【符号の説明】
１　回転円盤
２　容器担持部
３　容器移送機構
４　洗浄機構（中間洗浄及び最終洗浄兼用）
５（１）　試薬分注機構（標識試薬分注手段）
５（２）　試薬分注機構（酵素基質分注手段）
６　測定機構
ｘ、ｙ　反応経路として機能する容器担持部が配置された円
ｚ　操作経路として機能する容器担持部が配置された円
Ａ　回転円盤の回転中心（円ｘ、ｙ及びｚの回転中心）
Ｂ　測定されるべき試料の分注位置
Ｃ　使用済容器の廃棄口
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